
2020 年 2 月 14 日 

改定履歴 

 

決済端末補助交付規程について、下記のとおり改定いたしました。 

 

改定箇所 改定前 改定後 

第１３条 

（電子申請等） 

～電磁的方法等（適正化法第２６条の

４第１項の規定に基づき PJ が定める

ものをいう。以下同じ。）により行うこ

ととする。 

～電磁的方法等（適正化法第２６条の３

第１項の規定に基づき PJ が定めるもの

をいう。以下同じ。）により行うこととす

る。 

（同上） （新規） ２ 補助事業者は、原則として、第１８

条の規定に基づく年度繰越に係る計画

変更（等）承認申請書の提出については、

電磁的方法等により行うこととする。 

（同上） ２ PJは次条の規定に基づく交付決定

及び、第２９条の規定に基づく交付決

定の取消しの通知について、当該通知

を電磁的方法等により行うこととす

る。 

３ PJ は次条の規定に基づく交付決定

及び、第２９条の規定に基づく交付決定

の取消しの通知について、当該通知を電

磁的方法等により行うこととする。 

（同上） ３ 前３項の規定は、２０２１年４月

以降は適用しない。 

４ 前３項の規定は、２０２１年４月以

降は適用しない。 

第１８条 

（計画変更の承認等） 

補助事業者は、～あらかじめ様式第４

による計画変更（等）承認申請書を PJ

に提出し、その承認を受けなければな

らない。 

補助事業者は、～あらかじめ様式第４－

１による計画変更（等）承認申請書を PJ

に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

（同上） （新規） ４ 補助事業者は、補助事業が予定の期

間内に完了することができないと見込

まれる場合に、様式第４－２による年度

繰越に係る計画変更（等）承認申請書を

PJ に提出し、その承認を受けなければな

らない。 

（同上） （新規） ５ PJ は、前項に基づく年度繰越に係る

計画変更（等）承認申請書を受理したと

きは、これを審査し、当該申請に係る変

更の内容が適正であると認め、これを承

認したときは、その旨を当該補助事業者

に通知するものとする。 

（同上） （新規） ６ PJ は、前項の承認をする場合におい

て、必要に応じ交付決定の内容を変更

し、又は条件を付すことができる。 

  



第１９条 

（契約等） 

２ 補助事業者は、補助事業の一部を

第三者に委託し、又は第三者と共同し

て実施しようとする場合は、実施に関

する契約を締結し、PJ に届け出なけれ

ばならない。 

２ 補助事業者は、補助事業の一部を第

三者に委託し、又は第三者と共同して実

施しようとする場合は、実施に関する契

約を締結し、PJ に届け出なければならな

い。ただし、本補助事業において実質的

な便益を受益する加盟店との契約につ

いてはこの限りでは無く、PJ に届け出る

必要はない。 

第２２条 

（事故の報告） 

補助事業者は、補助事業が予定の期間

内に完了することができないと見込ま

れる場合又は補助事業の遂行が困難と

なった場合においては、速やかに様式

第６による事故報告書を PJ に提出し、

その指示を受けなければならない。 

補助事業者は、補助事業の遂行が困難と

なった場合においては、速やかに様式第

６による事故報告書を PJ に提出し、そ

の指示を受けなければならない。 

第２４条 

（実績報告） 

２ 補助事業の実施期間内において、

会計年度が終了したときは、PJ が定め

た日までに前項に準ずる実績報告書を

PJ に提出しなければならない。 

（削除） 

（同上） ３ 補助事業者は、第１項の実績報告

書をやむを得ない理由により提出でき

ない場合は、PJ は期限について猶予す

ることができる。 

２ 補助事業者は、第１項の実績報告書

をやむを得ない理由により提出できな

い場合は、PJ は期限について猶予するこ

とができる。 

（同上） ４ 補助事業者は、PJ が補助事業に係

る実績の報告等を受け、その報告等に

係る補助事業の実績が補助金の交付の

決定の内容又はこれに付した条件に適

合しないと認めたときは、補助金を交

付しない場合がある。 

３ PJ は、補助事業に係る実績の報告等

を受け、その報告等に係る補助事業の実

績が補助金の交付の決定の内容又はこ

れに付した条件に適合しないと認めた

ときは、補助金を交付しない場合があ

る。 

第２６条 

（額の確定等） 

PJ は、第２４条第１項の報告を受けた

場合には、報告書等の書類の審査及び

必要に応じて現地調査等を行い、その

報告に係る補助事業の実施結果が補助

金の交付の決定の内容（第１４条第１

項に基づく承認をした場合は、その承

認された内容）及びこれに付した条件

に適合すると認めたときは、交付すべ

き補助金の額を確定し、補助事業者に

通知する。 

PJ は、第２４条第１項の報告を受けた場

合には、報告書等の書類の審査及び必要

に応じて現地調査等を行い、その報告に

係る補助事業の実施結果が補助金の交

付の決定の内容（第１８条第１項に基づ

く承認をした場合は、その承認された内

容）及びこれに付した条件に適合すると

認めたときは、交付すべき補助金の額を

確定し、補助事業者に通知する。 

  



第４０条 

（消費税等仕入控除税額

の確定に伴う補助金の返

還） 

（新規） 第４０条 補助事業者は、補助事業完了

後に、消費税及び地方消費税の申告によ

り補助金に係る消費税等仕入控除税額

が確定した場合には、様式第１６により

速やかにPJに報告しなければならない。 

２ PJ は、補助事業者から前項の報告が

あった場合には、当該消費税等仕入控除

税額の全部又は一部の返還を請求する

ものとする。 

３ 第２６条第６項の規定は、前項の返

還の規定について準用する。 

第４１条 

（監督官庁への情報開示） 

（新規） 第４１条 PJ は補助事業者から提供さ

れた情報について、監督官庁からの要請

により情報開示が必要と認めた時は、そ

の情報を開示する場合があり、補助事業

者は、交付申請書又は計画変更（等）承

認申請書の提出をもってこれに同意し

たものとする。 

第４２条 

（その他必要な事項） 

 

第４０条 この交付規程に定めるもの

のほか、この交付規程の施行に関し必

要な事項は、PJ が別に定める。 

第４２条 この交付規程に定めるもの

のほか、この交付規程の施行に関し必要

な事項は、PJ が別に定める。 

 


